
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　それぞれの個別サービスエリアが一部で重複するように分散して配置された複数のアン
テナ部と
　前記複数のアンテナ部の少なくとも一つを選択する第１の選択手段と、
　前記第１の選択手段により選択されたアンテナ部に対し任意の励振条件を設定して送信
ビームを形成する送信ビーム形成手段と、
　前記複数のアンテナ部の前記第１の選択手段により選択されたアンテナ部以外の少なく
とも一つを選択する第２の選択手段と、
　前記第２の選択手段により選択されたアンテナ部に対し任意の励振条件を設定して受信
ビームを形成する受信ビーム形成手段と
　

　

　

ことを特徴とす
る分散アンテナシステム。
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、

、
前記送信ビーム形成手段および受信ビーム形成手段を同一周波数で動作させ、前記送信

ビームが形成された送信側アンテナ部から送信され前記受信ビームが形成された受信側ア
ンテナ部により受信された信号の受信レベルをモニタするモニタ手段と、

前記モニタ手段によりモニタした受信レベルに基づいて前記送信側アンテナ部と前記受
信側アンテナ部間の相互結合量を求める手段と、

前記複数のアンテナ部から前記第１および第２の選択手段により前記相互結合量が所定
値以下となる少なくとも一つをそれぞれ選択することにより、アンテナ群を形成せしめる
手段とを具備し、前記アンテナ群の各アンテナ部は同一周波数を使用する



【請求項２】
　

【請求項３】
　

　
　

　

　

　

　

　

【請求項４】
　

【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、移動通信などに利用される分散アンテナシステムに係り、特に複数のアンテナ
部をサービスエリア内に広く分散させ、その制御を集中制御部で行う分散アンテナシステ
ムに関する。
【０００２】
【従来の技術】
携帯電話などの移動通信における基地局の構成方法として、アンテナと送受信増幅部から
なるアンテナ部を通信サービスエリア内に分散して複数個配置し、その制御を集中制御部
で一括して行う方法が考えられている。
【０００３】
例えば、特開平６－１９７０７１では、図８に示すようにアンテナ部１０１，１０２，１
０３を分散させ、その制御を集中制御部１００で行っている。集中制御部１００とアンテ
ナ部１０１，１０２，１０３との間の接続にはケーブルもしくは光ファイバが用いられる
。集中制御部１００が行う制御の内容は、アンテナ部１０１，１０２，１０３がそれぞれ
担当するゾーンＺ１，Ｚ２，Ｚ３内にある端末１０４との情報伝達を行うための無線周波
数割り当て、およびその送受信信号の変復調である。ここで、アンテナ部１０１，１０２
，１０３に対する信号の処理は、それぞれ独立に行っている。このような構成により、制
御を集中制御部１００に集中させることができ、アンテナ部の個数が多い場合には設置コ
ストを低減できる利点がある。
【０００４】
しかし、この従来の分散アンテナシステムでは、携帯電話などの移動通信において常に問
題となるマルチパスやフェージング等に対してなんら対策がなされていない。すなわち、
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前記相互結合量を記憶する手段と、記憶した相互結合量を更新する手段とをさらに具備
することを特徴とする請求項１記載の分散アンテナシステム。

それぞれの個別サービスエリアが一部で重複するように分散して配置された複数のアン
テナ部と、

前記複数のアンテナ部の少なくとも一つを選択する第１の選択手段と、
前記第１の選択手段により選択されたアンテナ部に対し任意の励振条件を設定して送信

ビームを形成する送信ビーム形成手段と、
前記複数のアンテナ部の前記第１の選択手段により選択されたアンテナ部以外の少なく

とも一つを選択する第２の選択手段と、
前記第２の選択手段により選択されたアンテナ部に対し任意の励振条件を設定して受信

ビームを形成する受信ビーム形成手段と、
前記送信ビーム形成手段および受信ビーム形成手段を同一周波数で動作させ、前記送信

ビームが形成された送信側アンテナ部から送信され前記受信ビームが形成された受信側ア
ンテナ部により受信された信号の受信レベルをモニタするモニタ手段と、

前記モニタ手段によりモニタした受信レベルに基づいて前記送信側アンテナ部と前記受
信側アンテナ部間の相互結合量を求める手段と、

前記複数のアンテナ部から前記第１および第２の選択手段により前記相互結合量が所定
値以下となる少なくとも一つをそれぞれ選択することにより、複数のアンテナ群を形成せ
しめる手段とを具備し、前記複数のアンテナ群は同一周波数を使用することを特徴とする
分散アンテナシステム。

前記複数のアンテナ部は道路に沿って配置され、前記複数のアンテナ群はそれぞれ道路
に沿って隣接する複数のアンテナ部により形成されることを特徴とする請求項３記載の分
散アンテナシステム。



図８のような分散アンテナシステムにおいて、サービスエリア内で端末側からアクセスで
きるアンテナ部が一つのみである場合には、マルチパスやフェージング等により、時間軸
上で、あるいは端末の移動により通信が分断されてしまうという問題が発生する。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
上述したように従来の分散アンテナシステムでは、移動通信で問題となるマルチパスやフ
ェージングに対してなんら対策がなされておらず、通信の信頼性に乏しいという問題点が
あった。
【０００６】
本発明は、このような問題点を解決するためになされたものであり、マルチパスやフェー
ジングが存在する移動通信環境においても良好な通信回線を維持できる分散アンテナシス
テムを提供することを目的とする。
【０００７】
【発明を解決するための手段】
上記の課題を解決するため、本発明ではそれぞれの個別サービスエリアが一部で重複する
ように分散して配置された複数のアンテナ部と、これらのアンテナ部を制御する集中制御
部とにより分散アンテナシステムが構成される。集中制御部は、基本的には複数のアンテ
ナ部の少なくとも一つを選択する選択手段と、この選択手段により選択されたアンテナ部
に対し任意の励振条件を設定して送信ビームまたは受信ビームを形成するビーム形成手段
とを有する。
【０００８】
このように構成すると、通信時の状況に応じて必要なアンテナ部のみを選択して移動端末
などのユーザ端末に対し効率的なビーム形成が可能となり、また干渉波成分の抑圧も可能
となる。すなわち、不要なアンテナを使用することによる不要な方向へ電波を放射して第
三者に対して干渉させたり、不要な方向にビームを形成することにより、不要干渉波を受
信してしまうという問題が解消される。従って、マルチパスやフェージングが存在する移
動通信環境においても良好な通信回線を維持することができる。
【０００９】
集中制御部は、ビーム形成手段を複数個有し、複数個の送信ビームまたは受信ビームを形
成可能としてもよく、このようにすることでコスト的な負担を最低限に抑えつつ多数のユ
ーザ端末が独立に同時に通信を行うことができる。
【００１０】
集中制御部においては、アンテナ部の選択とビームの形成を送信と受信で別々に独立して
行うようにしてもよい。すなわち、集中制御部は複数のアンテナ部の少なくとも一つを選
択する第１の選択手段と、この第１の選択手段により選択されたアンテナ部に対し任意の
励振条件を設定して送信ビームを形成する送信ビーム形成手段と、複数のアンテナ部の少
なくとも一つを選択する第２の選択手段と、この第２の選択手段により選択されたアンテ
ナ部に対し任意の励振条件を設定して受信ビームを形成する受信ビーム形成手段とを有す
る構成とする。
【００１１】
移動通信では送信と受信との時間差や周波数の違いにより、電波伝搬環境が送受で異なる
ことが多いが、このように同一端末の通信に際しても送信ビームと受信ビームを独立に制
御することができるようにすると、このような場合にも通信を良好に行うことができる。
【００１２】
集中制御部においては、第１、第２の選択手段と送信ビーム形成手段および受信ビーム形
成手段に加えて、送信ビーム形成手段および受信ビーム形成手段を同一周波数で動作させ
、送信ビームが形成された送信側アンテナ部から送信され受信ビームが形成された受信側
アンテナ部により受信された信号の受信レベルをモニタするモニタ手段をさらに備えても
よい。
【００１３】
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このような構成により、例えば時間帯によって電波伝搬環境が変化するような状況下でも
、各アンテナ部の個別サービスエリアを認識でき、それに基づき実用上有効な個別サービ
スエリアの設定が可能となる。さらに、同一周波数利用のための周波数（チャネル）配置
を最も高い利用効率で設計することができるため、周波数の有効利用が効果的に図られる
。
【００１４】
また、集中制御部は上記モニタ手段によりモニタした受信レベルに基づいて送信側アンテ
ナ部と受信側アンテナ部間の相互結合量を求め、この相互結合量を記憶するようにしてよ
い。
【００１５】
このようにすると、アンテナ部間の相互結合量さらには相互干渉の有無を常に記憶してお
くことができるため、実際の通信のために周波数やチャネルを割り当てる際に、この記憶
結果に基づいて例えば干渉しないアンテナ部については同一の周波数およびチャネルを割
り当てるといった操作を行うことで、周波数の繰り返し使用が可能となり、周波数の有効
利用の面でさらに効果が大きく、また一つの集中制御部を基地局とした通信システムにお
いて、より多くのユーザ端末を同時に収容することができることになり、通信の混雑緩和
に有効となる。さらに、記憶した相互結合量を定期的に更新するようにすれば、時間帯な
どにより変化する電波伝搬環境に応じて最適な周波数割り当てが可能である。
【００１６】
また、このようにして記憶されたアンテナ部間の相互結合量を利用し、集中制御部におい
て第１および第２の選択手段により相互結合量が所定値以下となる少なくとも一つをそれ
ぞれ選択することにより、複数のアンテナ群を形成せしめるようにしてもよい。
【００１７】
このような構成とすることで、複数のアンテナ群を独立に制御することが可能となり、ア
ンテナ群同士の結合を小さくすることもできる。さらに、これらのアンテナ群を同一周波
数で動作させるようにすれば、同一周波数で異なるビームを形成でき、ビーム間のアイソ
レーションを確保することが可能である。
【００１８】
【発明の実施の形態】
以下、図面を参照して本発明の実施の形態を説明する。
（第１の実施形態）
図１に、本発明の第１の実施形態に係る分散アンテナシステムの概要を示す。複数のアン
テナ部１－１～１－６が分散して、つまり互いに距離を隔て構造的に独立に配置されてい
る。これらのアンテナ部１－１～１－６は、集中制御部１７により制御される。アンテナ
部１－１～１－６と集中制御部１７との間は、制御用の線路６で接続されている。
【００１９】
制御用線路６はアンテナ部１－１～１－６が送受する信号の伝達、アンテナ部１－１～１
－６の内部に設けられる増幅器や、場合によってはさらに周波数変換器、Ａ／Ｄ変換器お
よびＤ／Ａ変換器などの制御のための信号の伝達、電源供給などを行うためのものである
。制御用線路６としては、同軸線路などの電気ケーブルを利用してもよいし、光／電気変
換器をアンテナ部１－１～１－６や集中基地局１７に挿入することにより、光ケーブル（
光ファイバ）を用いてもよい。また、制御用線路６を通じてのアンテナ部１－１～１－６
と集中制御部１７との間の信号のやりとりは、無線周波数（ＲＦ）帯、中間周波数（ＩＦ
）帯およびベースバンド（ＢＢ）帯のいずれでも構わない。
【００２０】
アンテナ部１－１～１－６は、破線で示されるようにそれぞれがカバーするエリア、すな
わち各アンテナからの電波の照射領域、または各アンテナで受信可能な電波の到来領域（
以下、個別サービスエリアという）Ａ１～Ａ６が一部で重複するように配置されている。
例えば、図１の例ではアンテナ部１－１の個別サービスエリアＡ１とアンテナ１－２およ
びアンテナ１－３の個別サービスエリアＡ２，Ａ３が一部で重複している。
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【００２１】
このようにアンテナ部１－１～１－６の個別サービスエリアＡ１～Ａ６が一部で重なり合
っていることにより、分散アンテナシステム全体の通信サービスエリア内にある端末１９
－１，１９－２がそれぞれ複数のアンテナ部との間での電波の授受を可能としている。例
えば、端末１９－１ではアンテナ部１－１およびアンテナ部１－２との間で、同一周波数
（チャネル）ｆ１で通信を行い、端末１９－２ではアンテナ部１－４およびアンテナ部１
０５との間で、同一周波数（チャネル）ｆ２で通信を行う。
【００２２】
すなわち、端末１９－１，１９－２は常に二つ以上の複数のアンテナ部と通信が可能であ
るため、障害物等により電波経路が遮断された場合などでも通信が途切れることがなく、
通信の信頼性を向上できる。また、後述するように同時に利用可能な複数のアンテナ部の
励振条件を制御することにより、マルチパスやフェージングにより電波の信号強度変動が
ある場合にもダイバーシチによる対処が可能であり、移動通信応用としての効果は大きい
。
【００２３】
図２は、本実施形態に係る分散アンテナシステムのより具体的な構成を示している。
ｎ個のアンテナ部１－１～１－ｎには、アンテナ２、送受切換スイッチ３、受信増幅部４
および送信増幅部５が内蔵され、これらの要素が構造的に一体化されている。これらのア
ンテナ部１－１～１－ｎは、図１に示したように互いに距離的に離して分散配置される。
アンテナ部１－１～１－ｎの間隔は、通信システムの使用周波数帯や伝送レート、分散ア
ンテナシステム全体の通信サービスエリアのサイズ等により変化するが、例えば数１０ｍ
～数１００ｍというような値に設定される。アンテナ部１－１～１－ｎは、線路６により
集中制御部１７と接続される。
【００２４】
なお、本実施形態では線路６として送信用と受信用を別個に設けているが、スイッチ等を
用いることにより、送受共用の線路を用いることもできる。
集中制御部１７には、送信スイッチ７、受信スイッチ８、送信ビーム形成回路（送信ＢＦ
Ｎ）９，１２、受信ビーム形成回路（受信ＢＦＮ）１０，１１、送信部１３，１４、受信
部１５、１６および制御部１８が設けられている。以下、集中制御部１７の受信時および
送信時の動作について説明する。
【００２５】
受信時には、まず受信スイッチ８にアンテナ部１－１～１－ｎから送信された信号が受信
信号として入力される。受信スイッチ８では、ビーム形成のための所定の幾つかのアンテ
ナ部の選択が行われ、その選択したアンテナ部から送信された信号が受信信号として複数
の受信ビーム形成回路１１，１２に伝達される。
【００２６】
受信ビーム形成回路１１，１２では、受信スイッチ８で選択されたアンテナ部に対して適
当な励振条件が設定される。ここ、励振条件とは受信時の励振振幅および励振位相であり
、それぞれ受信信号に対する振幅および位相の重み付けである。このような励振条件の設
定により、受信ビーム形成回路１１，１２の出力で見ると、特定の受信ビームパターンを
形成したり、特定方向へ受信ビームを向けたり、あるいはフェージング対策としての切換
ダイバーシチ機能や合成ダイバーシチ機能を持たせることができる。
【００２７】
受信ビーム形成回路１１，１２からの出力は受信部１５，１６へそれぞれ伝達され、これ
らの受信部１５，１６により受信信号の同期、復調、検波および復号などが行われる。
【００２８】
一方、送信時には、送信部１３，１４により出力された送信信号が送信ビーム形成回路９
，１０へそれぞれ入力され、所定のアンテナ部に対する励振条件が設定される。次に、送
信スイッチ７により所定の幾つかのアンテナ部が選択され、その選択したアンテナ部へ送
信部１３，１４から出力された送信信号が送信ビーム形成回路９，１０を経由して伝達さ

10

20

30

40

50

(5) JP 3940490 B2 2007.7.4



れる。
【００２９】
ここで、励振条件とは送信時の励振振幅および励振位相であり、それぞれ送信信号に対す
る振幅および位相の重み付けである。このような励振条件の設定により、選択されたアン
テナ部によって特定の送信ビームパターンを形成したり、特定方向へ送信ビームを向けた
り、あるいはフェージング対策としての切換ダイバーシチ機能や合成ダイバーシチ機能を
持たせることができる。
【００３０】
集中制御部１７の内部の制御は、制御部１８により行われる。すなわち、制御部１８では
受信部１５，１６で受信された信号の情報および送信部１３，１４から送信する信号の情
報に基づいて、送信ビーム形成回路９，１０および受信ビーム形成回路１１，１２への励
振条件の設定、送信スイッチ７および受信スイッチ８でそれぞれ選択するアンテナ部の設
定等の制御が行われる。
【００３１】
次に、図３を用いて図２中の送信ビーム形成回路９，１０および受信ビーム形成回路１１
，１２の具体的な構成例について説明する。
図３（ａ）に示す送信ビーム形成回路においては、送信部１３または１４からの送信信号
が分配器３２により複数の重み付け器３１に分配され、振幅および位相の重み付けが行わ
れる。ここで、振幅および位相の重み付けとは、信号の振幅および位相成分を可変するこ
とである。
【００３２】
一方、図３（ｂ）に示す受信ビーム形成回路においては、受信スイッチ８からの受信信号
が複数の重み付け器４１に入力され、同様に振幅および位相の重み付けが行われた後、加
算器４２で合成される。重み付け器３１，４１での重み付け量は、図２中の制御部１８に
より制御される。
【００３３】
送信および受信ビーム形成回路９，１０，１１，１２がディジタル信号処理回路の場合に
は、重み付け器３１，４２は演算処理により容易に実現できる。送信および受信ビーム形
成回路９，１０，１１，１２がアナログ回路の場合には、振幅については可変減衰器や可
変増幅器のような可変利得回路、位相については可変移相器などをそれぞれ用いて重み付
けを行うことができる。
【００３４】
上述した本実施形態によると、以下のような効果を得ることができる。
（１）集中制御部１７の送信時および受信時に、送信スイッチ７および受信スイッチ８に
よりアンテナ部１－１～１－ｎのうちの任意の１以上のアンテナ部をそれぞれ選択し、選
択したアンテナ部に対して任意の励振条件を設定することができる。
このため、通信時の状況に応じて必要なアンテナ部のみを選択し、端末などの通信相手に
対して最も効率的なビーム形成が可能になる。すなわち、ビームの方向をユーザ端末の方
向へ向けたり、ビームパターンを成形して干渉波成分を抑圧することが可能となり、特に
移動通信の基地局アンテナシステムとして有効である。
【００３５】
（２）従来の全てのアンテナを用いる方式では、不要なアンテナを使用することによって
、不要な方向へ電波を放射して第三者に対して干渉させたり、不要な方向にビームを形成
することにより、不要干渉波を受信してしまうという問題が合ったが、本実施形態によれ
ば必要なアンテナ部のみを使用して送受信を行うことにより、これらの問題点が解決され
、耐干渉波対策として、また基地局単体として、システム全体としても利点が多い。
【００３６】
（３）一つの集中制御部１７に複数のビーム形成回路を設けることによって、複数の独立
したビームを同時に形成することができるため、多数のユーザ端末に対して独立の制御を
行っても、コストが増加することがなく、実用的である。
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【００３７】
（４）送信ビーム形成回路９，１０と受信ビーム形成回路１１，１２を別個に設けること
により、同一ユーザ端末に対する通信を行う場合にも、送信ビームと受信ビームを独立に
制御することができる。通常、移動通信では送信と受信で時間差があったり、周波数の違
いがあるため、電波伝搬環境が送受で異なることが多いが、そのような場合にも良好な通
信が実現できる。
【００３８】
なお、本実施形態ではアンテナ部１－１～１－ｎにおいて送受切換スイッチ３によりアン
テナ２を送受共用とした場合について説明したが、送受切換スイッチ３に代えてサーキュ
レータなどを用いてもよい。また、送受で使用する周波数帯が異なる場合には、分波器や
フィルタを用いて送受の信号の分離を行うようにしてもよい。さらに、アンテナを送受別
個に用意して、各アンテナ部１－１～１－ｎ内に構造的に組み込んでもよい。
【００３９】
（第２の実施形態）
図４に、本発明の第２の実施形態に係る分散アンテナシステムの構成を示す。本実施形態
は、アンテナ部１－１～１－ｎと集中制御部１７との間の信号のやりとりを光伝送で行う
ようにした点が第１の実施形態と異なる。
【００４０】
すなわち、本実施形態ではアンテナ部１－１～１－ｎにおいて、受信増幅部４の出力側に
増幅した受信信号を光信号に変換して出力する電気－光変換器（Ｅ／Ｏ変換器）５１が設
けられ、送信増幅部５の入力側に集中制御部１７から伝達された光信号を電気信号に変換
する光－電気変換器（Ｏ／Ｅ変換器）５２が設けられている。
【００４１】
一方、集中制御部１７においては、受信スイッチ８の入力側にアンテナ部１－１～１０ｎ
から伝達された光信号を電気信号に変換するＯ／Ｅ変換器５４が設けられ、送信スイッチ
７の出力側に電気信号を光信号に変換してアンテナ部１－１～１－ｎへ伝達するＥ／Ｏ変
換器５５が設けられている。
【００４２】
そして、Ｅ／Ｏ変換器５１とＯ／Ｅ変換器５４間、Ｏ／Ｅ変換器５２とＥ／Ｏ変換器５５
間はそれぞれ光ファイバ５３によって接続されている。
本実施形態によると、アンテナ部１－１～１－ｎと集中制御部１７との間の信号のやりと
りに光伝送を用いることにより、アンテナ部１－１～１－ｎと集中制御部１７の間の距離
を大きく離した場合においても、同軸ケーブルなどの電気ケーブルを用いた場合に比較し
て低損失で信号を伝送できるという利点がある。
【００４３】
　また、光ファイバ５３を用いた場合、電気ケーブルに比較してケーブル敷設費用が安価
で済み、システム全体の低コスト化が図られるという利点もある。
　（第３の実施形態）
　次に、図５を用いて本発明の第３の実施形態に係る分散アンテナシステムについて説明
する。
　本実施形態の分散アンテナシステムは基本的に第１の実施形態と同様であり 数のア
ンテナ部２１～２６が分散して配置され、集中制御部２０により制御される。アンテナ部
２１～２６と集中制御部２０の間は制御用の線路２７で接続されている。
【００４４】
第１の実施形態では、アンテナ部１－１～１－６の個別サービスエリアを予め規定した状
況を示したが、本実施形態ではアンテナ部２１～２６の個別サービスエリアを集中制御部
２０からの制御により設定できるようになっている。この場合、分散アンテナシステムの
具体的な構成は図２と同様になるが、アンテナ部２１～２６の個別サービスエリアを集中
制御部２０からの制御により設定できるようにするために、アンテナ部が同一周波数の信
号を送受信可能であることが必要になる。
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【００４５】
このような構成により、図５に示すようにアンテナ部２１では周波数ｆ０で送信し、他の
全てのアンテナ部２２，２３，２４，２５，２６では周波数ｆ０の信号を受信することが
できる。そして、アンテナ部２１から送信した信号の受信強度を他のアンテナ部２２，２
３，２４，２５，２６で測定することができ、その強度からアンテナ部２１の個別サービ
スエリアを把握することができる。
【００４６】
本実施形態によると、アンテナ部２２，２３，２４，２５，２６の個別サービスエリアを
集中制御部２０からの制御により決定することができる。実用上、電波の到達範囲は、建
物の反射の影響や周波数、偏波などの様々のパラメータにより変化するため、アンテナ部
２２，２３，２４，２５，２６の個別サービスエリアを厳密に設定することは多大な困難
があるが、本実施形態では個別サービスエリアを実測により認識できるので、分散アンテ
ナシステム全体の通信サービスエリア設計の上で効果が大きい。特に、時間帯によって電
波伝搬環境が変化するような場合にも、個別サービスエリアの実測を定期的に行うことに
より、より良好な通信サービスエリア設計が可能になる。
【００４７】
また、本実施形態は周波数有効利用の点からも効果は絶大である。すなわち、本実施形態
によればある一つのアンテナ部から送信した信号の受信強度を他のアンテナ部で受信して
測定することで、異なる二つのアンテナ部間のアイソレーションが把握できる。
【００４８】
　こうし められたアイソレーションの値をある基準値と比較し、基準値以上（言い換
えれば、二つのアンテナ部間の相互結合量がある基準値以下）であれば、これら二つのア
ンテナ部で同一周波数を用いてユーザ端末との通信を行っても、それらの通信は互いに干
渉しないことになり、周波数の繰り返し利用ができることになる。本実施形態によると、
このような同一周波数利用のための周波数（チャネル）配置を最も高い利用効率で設計す
ることができ、周波数の有効利用を図ることができる。
【００４９】
次に、図６に示すフローチャートを用いて、本実施形態における制御手順の具体例につい
て説明する。なお、この制御手順は集中制御部２０において実行される。
【００５０】
まず、送信するアンテナ部を選択する（ステップＳ１）。送信するアンテナ部はただ一つ
でも、複数であっても構わない。送信するアンテナを複数個用いる場合には、それらの各
アンテナ部の励振条件（励振振幅と励振位相）が分散アンテナシステム全体の合成指向性
を変化させる要因となるので、それらの励振条件を把握しておき、場合によっては記憶保
持しておくようにする。
【００５１】
次に、送信用として選択したアンテナ部から所定の励振条件、周波数により送信を行うよ
うに制御を行う（ステップＳ２）。
次に、受信すべきアンテナ部を選択し（ステップＳ３）、ステップＳ２で送信された周波
数成分が受信できるように、選択したアンテナが受信を行うように制御を行う（ステップ
Ｓ４）。
【００５２】
そして、ステップＳ４で受信された信号の受信レベル（電界強度または電力）をモニタす
る（ステップＳ５）。
上述したステップＳ１～Ｓ５の制御手順によって、各アンテナ部の個別サービスエリアを
集中制御部２０の制御により認識でき、実用上有効な各アンテナ部の個別サービスエリア
を厳密に設定することができる。また、時間帯によって電波伝搬環境が変化するような場
合にも、ステップＳ１～Ｓ５の手順を定期的に行うことにより、容易に対応できる。さら
に、周波数の有効利用という点からも、同一周波数利用のための周波数（チャネル）配置
を最も高い利用効率で設計することができるため、その効果は大きい。
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【００５３】
図６の制御手順においては、ステップＳ５で得られた受信レベルのモニタ結果から、各ア
ンテナ部間の相互結合量を計算する（ステップＳ６）。この計算はディジタル演算により
容易に可能である。そして、この相互結合量をメモリに記憶する（ステップＳ７）。
例えば、送信するアンテナ部がただ一つの場合には、表１に示すように送信するアンテナ
部と受信する各アンテナ部間の相互結合量をメモリに記憶する。
【００５４】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００５５】
表１の例では、アンテナ部Ｂが送信を行った場合、アンテナ部Ｂとアンテナ部部Ａとの相
互結合は大きいが（－１０ｄＢ）、アンテナ部Ｂとアンテナ部Ｃとの相互結合量は小さい
（－３０ｄＢ）ということになる。ここで、アンテナ部間の相互結合量が－３０ｄＢ以下
のとき互いに干渉しないという条件であれば、アンテナ部Ｂとアンテナ部Ｃは同一周波数
を共用しても相互干渉がなく、周波数の共用が可能であると判断できる。
【００５６】
一方、複数のアンテナ部が同時に送信を行う場合には、例えば表２に示すように、送信に
用いているアンテナ部とその励振条件（励振振幅と励振位相）および受信するアンテナ部
の受信レベルをメモリに記憶する。
【００５７】
【表２】
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【００５８】
表２によると、アンテナ部Ａとアンテナ部Ｂが同時に送信を行う場合、これらのアンテナ
部Ａおよびアンテナ部Ｂの励振条件を１、２と変化させたとき、アンテナ部Ｃとの結合は
大きいが（－１０ｄＢまたは－８ｄＢ）、アンテナ部Ｄとの結合は小さい（－３０ｄＢま
たは－３３ｄＢ）ことが分かり、アンテナ部Ａとアンテナ部Ｂを同時に送信アンテナと使
用している場合において、アンテナ部Ａおよびアンテナ部Ｂとアンテナ部Ｄを同一周波数
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で利用しても、互いに干渉し合わないことが分かる。
【００５９】
以上のような手順により、アンテナ部間の結合量および相互干渉の有無を常に記憶してお
くことができる。従って、実際に通信を行い、周波数やチャネルを割り当てる際に、この
記憶結果に基づいて、干渉しないアンテナ部については同一の周波数およびチャネルを割
り当てるという操作が可能となる。従って、周波数を繰り返し使用することが可能となり
、周波数の有効利用の面でその効果は大きい。
【００６０】
別の観点からは、一つの集中制御部を基地局とした通信システムにおいて、より多くのユ
ーザ端末を同時に収容することができることになり、通信の混雑緩和などの点でも効果が
大きい。
【００６１】
なお、本実施形態の制御手順は種々の変更が可能であり、例えばメモリに記憶する相互結
合量を定期的に更新してもよい。このようにすると時間帯などにより変化する電波伝搬環
境に応じて最適な周波数割り当てができる利点がある。
【００６２】
また、実測した相互結合量に基づいて、互いに干渉し合わないアンテナ部の組み合わせを
選択してアンテナ群を構成してもよい。この場合、あるアンテナ群はただ一つのアンテナ
部のみで構成されることもあり得る。互いに干渉し合わないための条件は、相互結合量が
ある所定の値以下となることにより判断できる。
【００６３】
このような構成にすることにより、アンテナ群同士が互いに干渉し合わないようにするこ
とができる。この場合、アンテナ群を構成するアンテナ部に与える励振条件を変えても、
アンテナ群同士が干渉しないことには変わりが無いことが特徴である。
【００６４】
このようにすることで、同一周波数を割り当てる単位をアンテナ群にすることができる。
このアンテナ群については、励振条件により合成指向性を制御することができるので、単
にエリア内にビームを照射するだけでなく、特定方向に利得を上げたり、妨害波方向に零
点（ヌル）をつくるようなパターン成形を行うことが可能であり、端末とアンテナ部間の
通信回線の品質向上に有効である。
【００６５】
（第４の実施形態）
次に、本発明の第４の実施形態を説明する。
本実施形態では、上述した第３の実施形態で説明した制御手順において、相互干渉のない
複数のアンテナ部を見い出した後、それらのアンテナ部に対して同一の使用周波数を与え
ることにより、集中制御部がカバーするエリア内を細分化して、同一周波数の繰り返し利
用率を上げるようにしたものである。
【００６６】
図７は、本実施形態に適した通信システムの一形態として、高速道路などの自動車道路に
おいて運転者に有益な情報を与えるための、所謂ＩＴＳ (Inteligent Transformation Sys
tem)に本発明を適用した例を示している。このＩＴＳは、将来のＡＨＳ (Automatic Highw
ay System)の基本となるシステムでもある。
【００６７】
ＩＴＳが対象とする自動車道路のようにカバレッジエリアが細長い場合、図７に示すよう
に道路に沿って複数のアンテナ部６１～６６を配置し、アンテナ部６１と６２によりアン
テナ群Ａ、アンテナ部６３と６４によりアンテナ群Ｂ、アンテナ部６５と６６によりアン
テナ群Ｃを形成する。
【００６８】
ここで、アンテナ群Ａとアンテナ群Ｃが互いに干渉し合わないアンテナ部の組み合わせで
あると仮定すると、これらのアンテナ群Ａとアンテナ群Ｃは通信に同一周波数（ｆ１）を

10

20

30

40

50

(11) JP 3940490 B2 2007.7.4



利用できる。道路沿線上においてこのような周波数繰り返しができれば、周波数資源をア
ンテナ群の半数に相当する倍数だけ繰り返し利用でき、周波数有効利用の観点から効果は
大きい。
【００６９】
また、図７の例においてアンテナ群を構成するアンテナ部の組み合わせを時間経過と共に
変化させてもよい。アンテナ群を構成するアンテナ部の組み合わせの選択は、その都度先
のように相互結合量を測定し、それに基づいて行ってもよいし、メモリに記憶した相互結
合量により選択の仕方を決めてもよい。このような場合、ユーザ端末の移動に伴いアンテ
ナ群のカバーするエリアを変化させ、追従させることも可能である。こうするとユーザ端
末の移動に対してハンドオーバ等の制御が不要となり、制御を簡単化することができる。
【００７０】
【発明の効果】
以上説明したように、本発明によれば以下に列挙する効果が得られる。
（１）通信時の状況に応じて必要なアンテナ部のみを選択して移動端末などのユーザ端末
に対し効率的なビーム形成が可能となり、また干渉波成分の抑圧も可能となる。すなわち
、不要なアンテナを使用することによる不要な方向へ電波を放射して第三者に対して干渉
させたり、不要な方向にビームを形成することにより、不要干渉波を受信してしまうとい
う問題が解消され、マルチパスやフェージングが存在する移動通信環境においても良好な
通信回線を維持することが可能となる。
【００７１】
（２）複数個の送信ビームまたは受信ビームを形成可能とすることにより、コスト的な負
担を最低限に抑えつつ多数のユーザ端末が独立に同時に通信を行うことができる。
【００７２】
（３）アンテナ部の選択とビームの形成を送信と受信で別々に独立して行うようにするこ
とにより、送信と受信との時間差や周波数の違いにより電波伝搬環境が送受で異なる移動
通信においても、同一端末の通信に際して送信ビームと受信ビームを独立に制御すること
により、通信を良好に行うことができる。
【００７３】
（４）送信ビームと受信ビームを同一周波数で形成し、送信ビームが形成された送信側ア
ンテナ部から送信され受信ビームが形成された受信側アンテナ部により受信された信号の
受信レベルをモニタすることにより、時間帯によって電波伝搬環境が変化するような状況
下でも、各アンテナ部の個別サービスエリアを認識でき、それに基づき実用上有効な個別
サービスエリアの設定が可能となり、さらに同一周波数利用のための周波数配置を最も高
い利用効率で設計することができるため、周波数の有効利用の点で大きな効果が得られる
。
【００７４】
（５）モニタした受信レベルに基づいて送信側アンテナ部と受信側アンテナ部間の相互結
合量を求めて記憶しておき、これに基づいて実際の通信のために周波数やチャネルを割り
当てる際に、干渉しないアンテナ部については同一の周波数およびチャネルを割り当てる
といった操作を行うことにより、周波数の繰り返し使用が可能となり、周波数の有効利用
の面でさらに効果が大きい。
【００７５】
また、別の観点からは一つの集中制御部を基地局とした通信システムにおいて、より多く
のユーザ端末を同時に収容することができ、通信の混雑緩和に効果がある。この場合、記
憶した相互結合量を定期的に更新するようにすれば、時間帯などにより変化する電波伝搬
環境に応じて最適な周波数割り当てが可能である。
【００７６】
（６）送信側アンテナ部および受信側アンテナ部として、相互結合量が所定値以下となる
少なくとも一つのアンテナ部をそれぞれ選択することにより、複数のアンテナ群を形成さ
せることで、複数のアンテナ群を独立に制御することが可能となり、アンテナ群同士の結
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合を小さくすることもでき、また各アンテナ群を同一周波数で動作させるようにすれば、
同一周波数で異なるビームを形成して、ビーム間のアイソレーションを十分に確保するこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の第１の実施形態に係る分散アンテナシステムの概要を示す図
【図２】同実施形態に係る分散アンテナシステムのより具体的な構成を示す図
【図３】同実施形態における送信ビーム形成回路および受信ビーム形成回路の構成例を示
す図
【図４】本発明の第２の実施形態に係る分散アンテナシステムの構成を示す図
【図５】本発明の第３の実施形態に係る分散アンテナシステムの概要を示す図
【図６】同実施形態における制御手順を示すフローチャート
【図７】本発明の第４の実施形態に係る分散アンテナシステムの概要を示す図
【図８】従来の分散アンテナシステムの概要を示す図
【符号の説明】
１－１～１－６，２１～２６，６１～６６…アンテナ部
１７，２０…集中制御部
１９－１，１９－２…端末
６，２７…線路
２…アンテナ
３…スイッチ
４…受信増幅部
５…送信増幅部
７…送信スイッチ
８…受信スイッチ
９，１０…送信ビーム形成回路
１１，１２…受信ビーム形成回路
１３，１４…送信部
１５，１６…受信部
１８…制御部
３１…重み付け器
３２…分配器
４１…重み付け器
４２…加算器
５１，５５…Ｅ／Ｏ変換器
５２，５４…Ｏ／Ｅ変換器
５３…光ファイバ
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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